
「ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度における 

コスト算定に関する研究会」開催要綱 

 
１．目 的 

 ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度について、情報通信審議会答申

（令和５年２月７日）の中で、支援区域の指定や交付金算定に当たっては、標準的なモデルを

用いることが適当とされた。これを踏まえ、コスト算定のために実際に支援区域の指定や交付

金算定に使用する標準的な判定式（以下「標準判定式」という。）の構築の検討及び検証を行う

ため、「ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度におけるコスト算定に関

する研究会」を開催する。 
 
２．名 称 

 この研究会は、「ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度におけるコス

ト算定に関する研究会」と称する。 
 
３．検討項目 

この研究会は、次の事項について検討する。 
（１）標準判定式（区域指定モデル・交付金算定モデル）構築の考え方 
（２）標準判定式を構築するために必要となる入力値について 
（３）その他必要と考えられる事項 
 
 
４．構成及び運営 

（１）この研究会は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部長の研究会として開催する。 
（２）この研究会の構成員及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。 
（３）この研究会には主査及び主査代理を置く。 
（４）主査は、構成員の互選により定め、主査代理は、主査が指名する。 
（５）主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときは主査に代わってこの研究会を招集し、主宰

する。 
（６）主査は、必要があるときは、必要と認める者をこの研究会の構成員又はオブザーバーとし

て追加することができる。 
（７）主査は、必要に応じて、構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 
（８）その他この研究会の運営に必要な事項は、主査が定める。 

 
５．議事・資料等の扱い 

（１）この研究会は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、当事者若しくは第

三者の利益又は公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が認める場合において

は、一部又は全部を非公開とし、構成員以外の者の出席を制限することができる。 
（２）この研究会で使用した資料及び議事概要については、原則として、総務省のホームページ

に掲載し公開する。ただし、公開することにより、当事者若しくは第三者の利益又は公共

の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合においては、一部又は全

部を非公開とする。 
 
 



６．開催日程 

 この研究会は、令和５年９月から開催し、令和６年３月頃までに取りまとめを行う。 
 
７．庶 務 

 この研究会の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部基盤整備促進課が行う。 



（別紙） 
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 北口 善明 東京工業大学 学術国際情報センター 准教授 

 砂田 薫 国際大学 グローバル・コミュニケーション・センター 主幹研究員  
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（以上構成員。敬称略。五十音順） 
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